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情報関心                             青果業界 
  

東京青果、横浜丸中青果へ東京国税局が税務調査 

～どうなる指値差損への課税問題～ 
  

 青果卸売市場業界のリーディングカンパニー、『東京都中央卸売市場・大田市場』

の青果大卸、東京青果㈱（東京・大田区、川田一光社長、年商２１１６億円＝税抜）

に先週月曜日（１１月７日）から東京国税局による税務調査が入っている。同社で

は「あくまでも通常の税務調査」との認識だが、業界関係者は「いわゆる『指値差

損』への課税が成されるのかどうか」を注目している。 
  

 これまで当該案件については名古屋

国税局と大阪国税局の動きが突出して

おり、東京国税局については動きが全く

みられなかった。ここにきて、『横浜市

中央卸売市場』の横浜丸中青果㈱（横浜

市、後藤正明社長、年商７２０億円）に

も調査が入ったとの情報も。国税当局が

青果卸売市場の首都圏大手２社の調査

に着手したことで、業界全体が固唾を飲

んで成り行きを見守っている。 

業界全体で問題に取り組む契機に 

 これまで、指値差損への追徴課税を受

けたと判明しているのは、『名古屋市中

央卸売市場』のセントライ青果㈱（愛知・

豊山町、小坂芳則社長、年商８２２億円）

が課税額「７億円内外」（国税のみ）、合

併前の丸協青果㈱（名古屋市、年商１１

６億円）が「５０００万円内外」、『京都

市中央卸売市場』の京都青果合同㈱（京

都市、内田隆社長、年商５８９億円）が

「４億円内外」、『大阪市中央卸売市場・

東部市場』の東果大阪㈱（大阪市、矢野

裕二郎社長、年商３９４億円）が「４億

円内外」といった具合だ。 

 この流れから言えば、最大手の東京青

果についても同じ措置が取られる可能

性がある。そうなれば、これまでのよう

な各社個別の対応ではなく、業界全体で

この問題に取り組む流れになるだろう。

東京青果の川田社長は業界団体の「一般

社団法人全国中央市場青果卸売協会」

（全中青協）の会長でもある。一方で、

東京青果が課税されないことになれば、

「税の公平性」が俎上に載りかねない。

また、指値差損の会計上の処理方法によ

って国税当局の見解に違いが出るのか

どうかも注目ポイントだ。 

 市場筋は「東京青果や横浜丸中青果に

対して国税局が調査に入ると通知した

のは１カ月前。通常の税務調査の場合と

は段取りが違う。特別の意図を持って臨

んでいるということではないか」と指摘
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する。他方、『東京都中央卸売市場・豊洲

市場』の東京シティ青果（東京・江東区、

鈴木敏行社長、年商７８６億円）には今

のところ連絡がない様子だ。ただ、各社

ともコロナ禍で税務調査が繰り延べに

なっていることから、この後、順次、入

ってくると思われる。 

指値差損への課税状況 
社名 時期 国税局 結果 

丸協青果 2019 名古屋 課税 
セントライ青果 2019 名古屋 課税 
東果大阪 2021 大阪 課税 
京都青果合同 2021 大阪 課税 
札幌みらい中央青果 2021 札幌 なし 
八戸中央青果 2022 仙台 未決 
東京青果 2022 東京 進行中 
横浜丸中青果 2022 東京 進行中 

委託品取引制度の抜本的解決を 

 「今回、東京青果が追徴課税を受けよ

うが受けまいが、委託品取引における制

度上の矛盾を抜本的に解決していく契

機になる」（業界筋）。 

 青果物の委託品取引においては、本来、

出荷者は卸売会社に販売を「委託」する

のであり、建前上は「いくらで売れるか

は市場の実勢にまかせる」ことになる。

ところが、実際には出荷者（産地）側は

「この商品は〇〇円以上で仕切ってほ

しい」と非公式に卸売会社に伝える。卸

売会社としては、その産地からの事実上

の「指値」以上で販売したいが、実際に

は、それを下回る値しか付かないことが

多い。その場合、卸売会社としては「指

値」で仕切らざるを得ない（増し仕切り）。

「指値」を無視すれば、その後、産地が

出荷してくれなくなる可能性があるか

らだ。そうなれば、結果的に品ぞろえが

悪くなり、今度は販売先からそっぽを向

かれることになる。 

 委託品取引における「指値」や「増し

仕切り」は制度上、「ない」ことになって

はいるが、全国津々浦々で慣習として行

われているのが実態だ。卸売会社として

は受託手数料を取ってはいるが、こうし

た「増し仕切り」や「出荷奨励金」、さら

には販売先への「完納奨励金」の支払いな

どにより、著しく利益が圧縮されている。 

 一方、卸売会社はそうした受託とは別

に「買い付け」も行っているが、これは

文字通り商品を普通に仕入れる行為な

ので、手数料は取れないが、欲しいもの

を入手することができる。ただ、品ぞろ

えを維持するために「売ってもらう」と

いう構図なので、これも卸売会社側が劣

勢となる場面が多い。 

 卸売会社の営業利益率がほとんどの

企業で１％に満たないという背景には、

以上のような構造的要因が横たわって

いる。東京青果は手数料が取れる受託品

の比率が他社より高く、さらに産地が東

京青果を選んで出荷しているという有

利な環境にあるが、それでも営業利益率

は「０.８８％」（２０２２年３月期）だ。

これが業界のトップ企業というのだか

ら業界全体の状況は推して知るべしだ。 
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会計上の手法による差はあるのか 

 名古屋国税局や大阪国税局が「指値差

損」に課税したのは、「そのような増し

仕切りは、産地への寄付行為と同等だ」

というのが根拠になっている。だが、「そ

の論理は飛躍しすぎており、常識的には

無理がある」との意見が多い。「卸売会

社としては損をしながら、その損に税金

がかかる、というまさに“泣きっ面に蜂”

だ」（業界筋）。 

 一方、札幌国税局は昨年９月、『札幌

市中央卸売市場』の札幌みらい中央青果

㈱（札幌市、山田勝利社長、年商５０８

億円）に税務調査に入ったが、指値差損

への追徴課税は行われなかった。同社の

場合、指値差損を札幌市の条例で定めら

れている「特別交付金」で会計処理して

おり、昨年からは新市場法の下で認めら

れた「自己買受」で処理をしていた。た

だ、その手法によって課税を免れること

ができたのかどうかは定かでない。 

 いわゆる指値差損を会計上、どのよう

に処理しているかは各社まちまちだ。セ

ントライ青果は「集荷対策費」という経

費として計上していた。京都青果合同や

東果大阪も同様の経費として計上して

いた。また「受託品事故損」として計上

している例もある。なお、既報のように

今年８月には『八戸市中央卸売市場』の

八戸中央青果㈱（青森・八戸市、横町芳

隆社長、年商２００億円）に対して仙台

国税局が調査に入った。調査終了からす

でに２カ月が経過したが、現時点で何の

音沙汰もない。同社の場合、差損を「販

売促進費」として計上していたようだ。課

税された場合、数期分の純利益が吹き飛び

かねないだけに関係者は気を揉んでいる。 

 今回の税務調査の対象の横浜丸中青

果は昨年の市場法改正後、真っ先に自己

買受方式を導入した。東京青果は以前か

ら同様の方式で処理しているとみられ

る。業界からは「どのような手法をとろ

うが、もし課税するなら全国一律に課税

すべきだし、課税しない地域があるなら、

セントライ青果、京果、東果大阪の課税

は取り下げるべきだ」（業界筋）との声

が寄せられている。他方、「国税当局の

全国的な足並みはそろっていない。名古

屋と大阪だけが前のめりな印象。結果、

税の公平性から大きく逸脱している」と

の指摘もある。 

注目のセントライ裁判 

 現在、セントライ青果は東京地裁にお

いて名古屋国税局を相手取って係争中。

すでに複数回の弁論の場があったが、見

通しは見えていない。ただ、ここにきて、

「全中青協がセントライ青果の裁判に

おいて陳述書を提出する準備」との情報

があり、業界としては「一歩前進」と捉

えられている。まずは、東京青果での事

態の推移を見守りたい。 

〔担当記者直通電話 011-231-3871〕 
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カネマツ食品工業(静岡)事件                  水産業界 
  

カネマツ食品工業の債権者、債権額 
  

 １１月７日に東京地裁へ民事再生法の適用を申請した、かつお節ほか製造・卸のカネ

マツ食品工業㈱（沼津市、年商６億円、既報１１月１４日付ほか）の債権者、債権額が判

明しましたので、ここに掲載します。債権者数は５９名、負債総額は約１２億５８００

万円。債権者名、金額は申請時のもので、実際とは異なる可能性があります。（債権額１

０万円以上を掲載、順不同） 

                       債権者一覧表           （単位：千円） 

【一般】 

立秋水産（鹿児島・枕崎市）    32,300 

山中水産（鹿児島・指宿市）    31,468 

樋口海産（熊本・天草市）       5,993 

満畑商店（長崎市）             4,243 

西岡勝次商店（熊本・天草市）  30,308 

坂井水産（愛媛・愛南町）       9,336 

カネニニシ（鹿児島・指宿市）   14,001 

鶴屋水産（静岡・御前崎市）       215 

海鮮市場フジイ（長崎市）       6,154 

熊本通運（熊本・天草市）         364 

長崎ダイキュー運輸（長崎・時津町）  464 

不二家（東京・文京区）           859 

マルヒ平田商店（静岡・焼津市）   418 

尾道塩干（広島・尾道市）         553 

東京電力エナジーパートナー（東京・中央区）  500 

【金融】 

清水銀行 下香貫支店（静岡・沼津市）  398,789 

スルガ銀行 本店（静岡・沼津市）  276,108 

三菱ＵＦＪ銀行 沼津支店（静岡・沼津市）  30,000 

商工組合中央金庫 沼津支店（静岡・沼津市）  81,315 

静岡銀行 下香貫支店（静岡・沼津市）  116,396 

静岡中央銀行 本店（静岡・沼津市）  92,466 

日本政策金融公庫 沼津支店（静岡・沼津市）  114,740 

【リース】 

清水リース＆カード（静岡市）   5,376 

リコーリース（東京・江東区）     326 

ダイレクトワン（静岡・沼津市）  2,293 

三井住友ファイナンス＆リース（東京・千代田区）  1,473 
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Ｍ＆Ａの“その先”                            青果業界 
  

『八百心』『ビバーチェ』(神奈川)がファンド傘下で拡大へ 
  

 首都圏を中心に青果物小売事業を手掛

ける㈱Ｆ.イスト（厚木市、店名『八百心』）

と関連で同業の㈱オブリガード（＝オブリ

Ｇ、同所、店名『ビバーチェ』）が拡大戦

略に舵を切る。 

 このほど２社の代表の務める栗原貴史

氏が投資ファンドの㈱ブルパス・キャピタ

ル（＝ブルパスＣ、東京・港区）と資本業

務提携を締結（出資比率は非公開）。Ｆイ

ストとオブリＧでは１１月７日付でブル

パスＣを率いる梅村崇貴氏を含め３名を

取締役に迎えた新体制が発足。既存の経営

基盤の強化と並行して新規出店戦略を軸

に据えた業容の拡大に乗り出す。 

出店先は『ドンキ』『業務スーパー』 

 ＦイストとオブリＧは食品スーパーや

ディスカウントストア、ドラッグストアに

テナント形式で出店して青果物の小売を

行うコンセッショナリー・チェーン。栗原

氏はかつて食品スーパーの要職を務めて

おり、ノウハウを活かして独立起業した。

目下、Ｆイストは『八百心』１９店舗、オ

ブリＧは『ビバーチェ』１２店舗を運営中。

出店先は首都圏１都３県の『ドン・キホー

テ』『業務スーパー』などが中心。直近の

年商は２社で約３０億円。 

 ２社に投資を行うブルパスＣは、中小企

業向けに経営支援サービスを展開する東

証プライム上場企業、㈱プロレド・パート

ナーズ（東京・港区）の１００％出資子会

社。親会社のサービスは主に支援先のコス

ト管理を重視した内容であるのに対し、ブ

ルパスＣはクライアント企業に経営陣と

して自ら参画し、企業価値のバリューアッ

プを目指すスタイル。 

目標「１００店舗、１００億円」 

 ブルパスＣおよび親会社の支援実績は

１００社超。現在、出資中の法人は、装飾

品メーカーやヘアサロンチェーン、法人向

けソフトウェア開発企業など。ブルパスＣ

としての食品関連ジャンルへの投資は今

回が初。なお、２０２１月１０月から投資

中のヘアサロンチェーン、㈱Ａｓｈａｎｔ

ｉ（東京・渋谷区）の場合、出資を行った

時点で約５０店舗だった店舗網は開業予

定も含めると７０店舗に拡張している。 

 Ｆイストおよびオブリガードも、今後は

新規出店に関するブルパスＣのノウハウ

と資金調達力を活用した拡大戦略を歩む

ことになる。「１００店舗、年商１００億

円」を長期的な目標として見据えており、

「年間５～１０店舗の新規開業が短期的

なＫＰＩになるだろう」（当事者）。 

〔担当記者直通電話 03-3342-7233〕 
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情報関心                             水産業界 
  

ナマコ密漁防止へ新制度、効果に疑問の声も 
  

 密漁防止の新たな対策となる「水産流

通適正化制度」が１２月１日からスター

トする。ナマコやアワビといった密漁の

対象となる水産物については、販売など

の際に「漁獲番号」を付けることが義務付

けられる。ただ、業界には「抜け穴もある」

とする声も。「密漁者の換金手段を断たな

ければ、いたちごっこ。密漁品を買い入れ

る会社は少なくない」（業界筋）。 

密漁品は「正規品の半額」 

 １１月８日、北海道公安委員会は「暴力

団から再三にわたって密漁ナマコを購入

した」として「北海道暴力団の排除の推進

に関する条例」に基づき、札幌市東区のロ

イヤルフーズ合同会社（資本金１００万

円、尾﨑宣昭代表社員）の名前を公表した。

密漁品購入で社名を明らかにするのは道

公安委員会では初めての措置だ。 

 発表によると、ロイヤルフーズは２０

１９年１月に指定暴力団員が密漁したナ

マコ約５５０キロを２２７万５０００円

で買い取った。この際、道公安委員会から

勧告を受けていたにも関わらず、２１年

３月には山口組系暴力団、福島連合組員

らが密漁したナマコ約４９５キロを１６

３万４０００円で買い取ったという。 

 ロイヤルフーズは２０１６年１２月に

札幌市白石区内に設立され、１８年１２

月に尾﨑代表が就任。１９年１月に東区

へ移転した。密漁ナマコの取引の時系列

とあわせると、尾﨑代表の就任・所在地移

転ごろが密漁モノに手を染めたタイミン

グと重なる。 

 尾﨑代表と「数年前に一度あった」とい

う業界関係者は「紳士的な印象。少なくと

も暴力団と関係するような人物にはみえ

なかった」と振り返り、事件に驚く。業界

筋は「それだけ密漁ナマコが業界に浸透

している証拠ではないか。実際、ナマコを

扱っていれば、今でも月に１～２回は、出

所が分からないナマコの売買を持ちかけ

られる」と打ち明ける。 

 別の関係者は「道公安委員会が公表し

た密漁ナマコの価格は、正規品の半額程

度だ。最近はコロナ禍でナマコ需要が不

振に陥っている。ナマコを扱う会社にと

っては、“魔が差す”ということもあり得

る」と話す。 

「流通適正制度」１２月スタート 

 密漁事件の検挙数は２０１７年ごろを

ピークに減少傾向が続いていたが、２１

年は再び増加に転じている。同年の海上

保安庁による密漁などの漁業関係法令違

反送致件数は、前年比２５件増の２１１

４件を数える。近年の傾向としては「密漁

者が市場を通さず水産会社と直接売買す
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るなど、これまで以上に潜在化、巧妙化し

ている」（関係筋）という。 

 来月からスタートする水産流通適正化

制度では、ナマコ・アワビの漁業者らは行

政機関に届け出が必要となる。販売の際

には、届出時に交付される届出番号や取

引年月日などを含む「漁獲番号」を納品伝

票などで相手に伝達する。漁獲番号は流

通、加工の各段階でも伝達されていく仕

組みになっている。 

 さらに、ナマコ・アワビの取引にあたっ

ては、重量や漁獲番号など記した取引記

録の保存が求められる。輸出には、国など

が発行する適法漁獲証明書の添付が必要

になる。水揚げから加工・販売までを漁獲

番号などを通じて一括管理して、密漁品

の流入を防ぐ狙いがある。 

「歩留まり率に抜け穴」 

 ただ、これらの対策の効果について業

界関係者は懐疑的だ。「販売伝票はいくら

でも作ることができる。さらにナマコは

加工すれば重量が落ち、塩蔵なら１０～

数十％、乾燥なら３～４％になる。この歩

留まりの変動部分に、密漁品が入り込む

すき間ができてしまう」（ナマコ加工筋）。 

 つまり、加工段階で密漁品を混ぜ込ん

で「『歩留まりが良かった』と説明するこ

とも可能ではないか」というわけだ。「キ

ロ９０００円の正規品のナマコにキロ５

０００円のナマコが１割でも混ぜ込めれ

ば、経費は相当に浮く」（加工筋）。 

 別の業界関係者は「結局、密漁品を買い

付ける先がいる限り、根絶は難しい」と指

摘したうえで「密漁品を使う先は、価格的

な優位を保とうと、正規品については法

外な値段で札を入れてくる。正規品のみ

で頑張る企業は結局、販売価格で太刀打

ちできなくなり、退場を余儀なくされる」

と嘆く。実際、中国向けに食品を輸出する

１社は今年、ナマコの取り扱いを大幅に

縮小した。同社は「中国での販売価格は密

漁品の価格をベースにしているので利益

が出ない。さらに、マネーロンダリング対

策なのか、ナマコ取引については銀行の

入出金が面倒になっている」としている。 

「買取屋は今も活動」の指摘も 

 ナマコ主産地の北海道では、現在も「密

漁ナマコに関わっているのではないか」

（業界筋）とみられる複数の会社が存在

している。 

 札幌市内のＡ社（年商８億円）が、周辺

から複雑な視線が注がれている一社だ。

Ａ社は、コロナ前は年商が２０億円近く

に達したが、最近のそれは半減。業界関係

者からは「このところ買いに元気がない

ようだ」とも指摘されている。ほかに、札

幌近郊のＢ社（年商７億円）に関心を寄せ

る向きもある。「数年前に工場を新築する

など、元気印の一角だが…」（周辺筋）。 

 業界筋は「道産ナマコは国際的に評価

が高い。密漁問題に行政がしっかり取り

組めば、地域の大きな財産になるはず」と

話し、密漁根絶に期待を寄せている。 

〔担当記者直通電話 011-231-3871〕 
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                                   スーパー業界 
  

「１２月末で幕引き」が急増ムード 
  

記者Ａ「食品スーパーの異変が増加してい

る。スーパーの取引先にも影響が波及。卸

売市場でも『量販向け主体の仲卸』の情報

が増加傾向にあるようだね」 

記者Ｂ「日本一の青果流通量を誇る『大田

市場』では『１２月末で商売を辞める』こ

とが内定している仲卸の数が例年以上に

多そうとのことです」 

物流コスト増が経営に影響 

記者Ｃ「私が聞いた一例は、『大田』の某青

果仲卸が、大幅な値上げを告知してきた運

送会社と取引を終了。ところが、新規で依

頼した運送会社の物流費の方が高くつい

たとか。泣く泣く得意先スーパーの仕事を

手放す羽目となり、その影響から年内でギ

ブアップだそうです」 

記者Ｄ「同じく『大田』では、４０年以上

の間、某中堅スーパーと関係を構築してき

た仲卸も『年末まで』と話題です。金融機

関と相談する機会が増えているのか、最近

は経営陣の外出が目立ちます」 

記者Ａ「中堅以上の量販店は店舗数も多い

から、販売ウエートが高いほど物流コスト

が上昇。取引先の業績は悪化の一途なのだ

ろうね」 

記者Ｂ「『大田市場』では『オーナーチェ

ンジ』（既報２０２１年３月１６日付）が

増えています。仲卸の法人や看板はそのま

まで現社長は引退し、代わって元気な中国

資本などが買収するというパターンもあ

りそうです」 

記者Ａ「業務筋向けの仲卸は外食・観光需

要の回復で復調ムードかな」 

記者Ｄ「そうともいえません。業務用果実

卸はこれからクリスマスケーキのイチゴ

需要で書き入れ時を迎えますが、今年は様

相が異なるそうです。ケーキを製造・販売

する側が『値上がりしているイチゴをなる

べく使わないケーキ』の開発を進めている

ことが背景だそうです」 

量販も「年内まで」 

記者Ｃ「『１２月末で幕』という事案は、

スーパー自体にも起きそうです。年商十数

億円の南関東のスーパーが、銀行や加盟Ｖ

Ｃに『年内で全店閉鎖』を伝えたもようで

す」 

記者Ｂ「そのスーパーの立地は同業が乱立

する激戦区。コスト上昇分を価格に転嫁出

来ず、限界に達したのでしょう」 

記者Ａ「総じて、食品業界全体として『１

２月で幕引き』という事例が増えそうな雰

囲気だね。年内残り１カ月半。特に量販店

と量販向け卸はマークしたいね」 

〔担当記者直通電話 03-3342-4633〕 
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データ情報 

家計食品データ速報・２０２２年９月(２)～青果(野菜)編 

～半年先の商戦は今からが勝負～ 

２０２２年９月地域別一世帯当たり支出金額（円） 

  北海道 東 北 関 東 北 陸 東 海 近 畿 中 国 四 国 九 州 沖 縄 

キャベツ 209 219 207 179 225 217 227 227 272 270 

ほうれんそう 138 108 128 93 115 113 72 70 67 144 

はくさい 97 93 80 108 86 126 111 107 103 96 

ね ぎ 202 223 292 249 277 255 272 197 231 150 

レタス 183 208 272 156 225 246 213 198 216 288 

ブロッコリー 164 182 185 150 153 146 122 96 79 165 

もやし 76 96 80 78 75 85 77 77 94 107 

さつまいも 130 115 121 119 102 142 126 80 97 113 

じゃがいも 267 92 167 145 165 188 169 161 195 268 

さといも 13 169 65 75 117 67 70 60 88 26 

だいこん 122 173 165 181 142 147 150 119 117 150 

にんじん 148 242 230 202 243 207 223 193 216 330 

ごぼう 69 111 73 67 72 64 76 54 87 55 

たまねぎ 352 250 303 271 305 315 337 281 366 456 

れんこん 57 52 119 109 113 128 92 82 71 21 

たけのこ 26 28 31 29 29 31 11 20 22 40 

さやまめ 133 274 200 139 137 126 75 41 65 49 
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  北海道 東 北 関 東 北 陸 東 海 近 畿 中 国 四 国 九 州 沖 縄 

かぼちゃ 194 110 152 113 129 132 115 78 106 106 

きゅうり 192 291 380 302 333 308 324 234 310 177 

な す 187 209 225 204 194 206 169 109 156 125 

トマト 470 531 818 582 791 810 604 521 600 559 

ピーマン 156 139 213 113 177 203 131 103 145 267 

生しいたけ 146 134 124 110 140 143 137 85 134 80 

しめじ 125 168 136 136 138 137 156 135 119 120 

えのきたけ 86 100 78 112 87 85 87 83 93 69 

豆 類 19 35 21 49 16 19 27 17 22 36 

干ししいたけ 21 14 25 24 38 15 24 21 21 6 

干し海苔 240 175 241 219 312 239 212 177 148 205 

豆 腐 376 490 424 459 447 454 432 442 413 593 

油揚げ・がんもどき 167 280 202 301 222 248 222 188 192 169 

納 豆 382 473 397 339 341 278 283 205 328 252 

こんにゃく 134 174 123 138 106 125 124 117 117 86 

梅干し 89 96 131 78 121 143 93 45 62 112 

だいこん漬 66 77 70 76 78 88 88 82 73 43 

はくさい漬 25 52 44 44 43 39 45 69 36 14 

こんぶ佃煮 68 69 88 120 97 89 72 80 76 18 

※総務省統計局「家計調査報告」に基づく 

〔担当記者直通電話 03-3342-2554〕 


